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１ 居宅サービスの現状について①

▶ 居宅サービスの現状（居宅サービス）

特に、訪問看護、居宅療養管理指導、通所介護、福祉⽤具貸与・販売は、「不⾜」※との回答が2％以下となっている。

介護支援専門員（ケアマネジャー）等の回答状況

※ 不⾜︓⾼齢者実態等調査報告書（Ｒ5.3）「供給が不⾜していると感じるサービス」について、ケアマネと地域包括⽀援センター職員へのアンケート結果

●充足しているサービス

○訪問系サービス 訪問⼊浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導
○通所系サービス 通所介護、地域密着型通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護
○短期⼊所サービス 短期⼊所療養介護
○その他居宅サービス （看護）⼩規模多機能型居宅介護、福祉⽤具貸与、特定福祉⽤具販売

訪問介護は、 「不⾜」※との回答が57.5％と他の居宅サービスに⽐べ⾼くなっている。

●不足しているサービス

○訪問系サービス 訪問介護

＜ 参考資料２ Ｐ1〜4 参照 ＞

＜ 参考資料２ Ｐ1参照 ＞
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介護支援専門員（ケアマネジャー）等の回答状況



１ 居宅サービスの現状について②

▶ 居宅サービスの現状（居宅サービス）

※ 不⾜︓⾼齢者実態等調査報告書（Ｒ5.3）「供給が不⾜していると感じるサービス」について、ケアマネと地域包括⽀援センター職員へのアンケート結果

●やや不足しているサービス

○訪問系サービス 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、 「不⾜」※との回答が19.1％、夜間対応型訪問介護は、 21.7％と他の
居宅サービスより⽐較的⾼い。

○短期⼊所系サービス 短期⼊所生活介護

短期⼊所生活介護は、 「不⾜」※との回答が19.1％と他の居宅サービスより⽐較的⾼い。

＜ 参考資料２ Ｐ1・3 参照 ＞
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介護支援専門員（ケアマネジャー）等の回答状況

介護支援専門員（ケアマネジャー）等の回答状況



１ 居宅サービスの現状について③
▶ 介護⼈材実態調査の主な調査結果（訪問系サービス）
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☞ 訪問系サービスにおいて、予防給付・総合事業では７割程がその他生活援助となっている。
☞ 小多機・看多機・定期巡回において、介護給付では４割程がその他生活援助となっている。
⇒ その他生活援助の需要も多いことから、⺠間サービスの活⽤なども含めて地域で支え合う仕組みづくりが必要である。

介護給付

予防給付・総合事業

●訪問介護のサービス提供時間の内容別内訳

全体

⼩多機･看多機･
定期巡回

上記以外の
訪問系ｻｰﾋﾞｽ

全体

⼩多機

上記以外の
訪問系ｻｰﾋﾞｽ

※介護⼈材実態調査
【調査の⽬的】介護⼈材の性別・年齢構成、資格保有状況、過去１年間の採⽤・離職の状況、訪問介護サービスにおけるサービス提供

の実態などを把握し、地域内の介護⼈材の確保・サービス提供方法の改善などにつなげていくことを⽬的とする。
【実施期間】令和５年１⽉から３⽉
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備 考令和5年度
整備数

待機者
(令和5年4
⽉1⽇現在)

利⽤率
(令和5年4⽉
1⽇現在)

利⽤者
(令和5年4⽉
1⽇現在)

定員
(令和5年4
⽉1⽇現在)

施設数
(令和5年4
⽉1⽇現在)

区 分

待機者数は各事業所（令和5年6⽉1⽇現在）から
の報告から集計 〈待機者⼈数には重複者あり〉0施設6⼈74.7％286⼈383⼈9（地域密着型）

特定施設⼊居者生活介護
⼊居

待機者数は各事業所（令和5年6⽉1⽇現在）から
の報告から集計 〈待機者⼈数には重複者あり〉1施設108⼈92.2％808⼈876⼈54認知症対応型共同生活介護

(上段)待機者数は各事業所（令和5年6⽉1⽇現在）から
の報告から集計 〈待機者⼈数には重複者あり〉

(下段) 令和4年4⽉1⽇現在待機者の名寄せ後の集計
1施設1,269⼈

739⼈90.7％1,825⼈2,012⼈27（地域密着型）
介護⽼⼈福祉施設

⼊所 待機者数は各事業所（令和5年6⽉1⽇現在）から
の報告から集計 〈待機者⼈数には重複者あり〉増床1施設58⼈81.4％1,114⼈1,368⼈15介護⽼⼈保健施設

待機者数は各事業所（令和5年6⽉1⽇現在）から
の報告から集計 〈待機者⼈数には重複者あり〉0施設10⼈86.6％97⼈112⼈3介護医療院

☞ 認知症対応型共同生活介護及び（地域密着型）介護⽼⼈福祉施設について、待機者が多く存在している。
☞ 2020年から2040年にかけ、全体の⼈⼝は約17％減が予測される⼀⽅で、65歳以上⼈⼝及び75歳以上の⼈⼝は、約1.1倍に増加すると

⾒込まれ、とりわけ介護サービスの需要が高まる85歳以上の⼈口が約1.6倍となることから、今後も計画的な介護保険施設・事業所整備が
必要である。

☞ （地域密着型）特定施設入居者生活介護、介護⽼⼈保健施設及び介護医療院については、定員に対して、比較的待機者の割合は低い。

参考① 739⼈の待機者の内訳
・とりあえず申込み︓ 332⼈
・１年以内に⼊所希望︓ 407⼈

うち ・優先⼊所該当︓ 33⼈
・措置⼊所該当︓ 3⼈
・優先⼊所⾮該当︓ 371⼈

参考② 第8期高齢者福祉計画における現在整備中の施設
・地域密着型介護⽼⼈福祉施設︓1施設（29床）
・介護⽼⼈保健施設 ︓増床1施設（15床） 44床

２ 入所・入居サービスの現状について
▶ 岐阜市の入所・入居サービス待機者の状況等

岐阜市 ⼈口推移
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2020年 2025年 2030年 2035年 2040年
（⼈) 408,109 384,000 369,486 354,342 339,077

65歳以上⼈⼝ （⼈) 116,801 115,807 116,183 118,182 122,993
75歳以上⼈⼝ （⼈) 62,124 70,166 70,426 68,061 67,863
85歳以上⼈⼝ （⼈) 19,060 23,127 26,409 30,681 29,861

2020年は、2020年4⽉1⽇時点の住⺠基本台帳の⼈⼝
2025年以降は、推計値（（出典）国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成30（2018）年推計）」）

岐⾩市⼈⼝



３ 有料⽼⼈ホーム等の現状について①

国資料

▶ 有料⽼⼈ホームの概要
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３ 有料⽼⼈ホーム等の現状について②

国資料

▶ サービス付き高齢者向け住宅の概要
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令和5年5⽉31⽇現在
8,206 棟数(全国)

282,547 登録⼾数(全国)



３ 有料⽼⼈ホーム等の現状について③
▶ 岐阜市の有料⽼⼈ホーム等の現状

▶利⽤状況の調査結果（令和５年４⽉１⽇現在）

☞ 有料⽼⼈ホーム、サービス付き高齢者向け住宅ともに、3年間で施設数が⼤幅に増加している。
⇒特別養護⽼⼈ホームは、原則要介護3以上、介護⽼⼈保健施設は、要介護1以上を対象としているが、

有料⽼⼈ホーム、サービス付き⾼齢者向け住宅は、対象を限定していないことも理由の1つとして考えられる。
☞ 有料⽼⼈ホーム、サービス付き高齢者向け住宅ともに、要介護3以上の重度の要介護者を多く受け入れている。

⇒特別養護⽼⼈ホーム等の介護施設の代替施設として、重度の要介護者の受け⽫となっている実態がある。
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R2からの
増減率（%）

令和5年
4月

令和2年
4月

平成29年
4月

126.0927346施設数（か所）

127.22,6262,0651,414定員数（⼈）

R2からの
増減率（%）

令和5年
4月

令和2年
4月

平成29年
4月

128.2503930施設数（か所）

136.91,7981,313997登録⼾数（⼾）

有料⽼⼈ホーム サービス付き⾼齢者向け住宅
▶施設数及び定員数

中核市
平均施設数（か所）上段

総定員数（人）下段

待機者（人）
※重複あり

市内施設（か所）上段
定員あたりの利用者数(人） 下段

入居者の介護度別内訳（人）上段
各介護度別入居者の全入居者に占める割合

上段：定員（人）
下段：入居者（人）

※入居者（人）うち（）内は保険者が岐阜市の者
区 分

令和5年4月1日令和5年4月1日合計その他要介護5要介護4要介護3要介護2要介護1要支援2要支援1
事業対
象者

自立令和5年4月1日

56 
78 

92 ※回答有：761,858 23 479 420 358 311 195 36 18 0 18 2,626 ※回答有：2,228

有料老人ホーム

1,927 0.83 100.0%1.2%25.8%22.6%19.3%16.7%10.5%1.9%1.0%0.0%1.0%1,858（1,378）

入居者の介護度別内訳を確認すると、要介護５の方が最も多く、介護保険施設と同様、重度の要介護者等を受け入れる役割を担っていることが伺える。
他の中核市との比較では、施設の数、総定員数ともに、平均を上回っている状況である。

29 
80 

50 ※回答有：37933 33 114 232 227 166 105 38 17 1 0 1,798 ※回答有：1,133

サービス付き高齢者向け住宅
979 0.82 100.0%3.5%12.2%24.9%24.3%17.8%11.3%4.1%1.8%0.1%0.0%933（699）

入居者の介護度別内訳を確認すると、要介護４の方が最も多く、続いて要介護３の方が２番目に多いことから、中重度の要介護者等を受け入れる役割を担っていることが伺える。
他の中核市との比較では、施設の数、総定員数ともに、平均を上回っている状況である。

有料老人ホーム等における利用状況の調査について（依頼）（令和２年４月１日現在）について照会結果（有料：76件回答、サ高住：37件回答）※１

中核市に対する「介護保険事業の実施状況等について」照会結果（令和5年5月22日実施、54市回答(岐阜市含む)）※２



３ 有料⽼⼈ホーム等の現状について④
▶ 岐阜市の有料⽼⼈ホーム等の現状

8

▶苦情・相談及び事故等の件数

▶実地指導の状況

☞ 有料⽼⼈ホーム、サービス付き高齢者向け住宅への苦情・相談及び事故等はほぼ横ばい状態であるが、新型コロナウイルス感染症の影響
が考えられるため、今後、通常の運営に戻った場合に増加することが予想される。

⇒併設されている事業所も多くあるため、相談体制を強化することが必要である。

☞ 有料⽼⼈ホーム、サービス付き高齢者向け住宅の増加に伴って併設の事業所も増加しており、実施指導の対象事業所が増加している。
⇒介護事業所も全体的に増加しているため、指導体制を強化することが必要である。

令和4年度令和3年度令和2年度令和元年度
143137166154苦情・相談（件）

30272232有料・サ⾼住関連（件）
1213715虐待関連（件）

6722有料・サ⾼住関連（件）
633633700704事故等（件）

91788399有料・サ⾼住関連（件）

令和4年度令和3年度令和2年度令和元年度
1,5171,4681,3991,305対象事業所（事業所）

13011711091有料・サ⾼住（事業所）
11580366446実地指導（件）

773237有料・サ⾼住（件）



☞ ⾼齢者等実態調査報告書（Ｒ4.3）の結果から、介護が必要となった時に⾃宅での生活を希望する⼈は一般高齢者で59.3％、
要介護認定者で67.6％と6割程度の⼈が介護が必要となっても在宅での生活を希望している。
また、要介護認定者の介護者でも⾃宅を希望する⼈が44.8％と、5割近くの⼈が在宅での介護を希望している。

☞ 有料⽼⼈ホーム及びサービス付き⾼齢者向け住宅の空き定員は、現状で770⼈程が想定され、⽐較的余裕がある。
☞ 国からは、介護保険施設・事業所整備に当たって有料⽼⼈ホームとサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を勘案して計画を

策定することが、必要であるとされている。

⇒介護保険施設・事業所整備は今後も必要であるが、高齢者の⾃宅での生活の希望、有料⽼⼈ホーム等の空き定員、他の施設
（小規模多機能型居宅介護事業所、(地域密着型)特定施設入居者生活介護等）の整備状況も考慮すべきと考える。

４ 介護保険施設・事業所整備における留意事項について①

▶ 有料⽼⼈ホーム等の現状を勘案した介護保険施設・事業所整備の検討
高齢者のこれからの生活の希望 有料⽼⼈ホーム等における利⽤状況（Ｐ７より引⽤）

有料⽼⼈ホームとサービス付き⾼齢者向け住宅の空床の合計
約770⼈

9

空床⼊居者定員
区 分 ※調査回答結果

からの想定
※定員の約8割

を想定(令和5年4⽉1⽇現在)

446⼈2,101⼈2,626⼈有料⽼⼈ホーム

324⼈1,438⼈1,798⼈サービス付き
⾼齢者向け住宅

（％）

無回答わからない
同居でない家族
のもとに⾏きた
い

⽼⼈ホームなどに⼊所したい
⾃宅でホームヘ
ルプサービス等
を利⽤しながら
暮らしたい

⾃宅で家族など
を中心に介護し
てほしい

4.5 20.9 0.9 14.4 42.9 16.4 ⼀般⾼齢者

8.1 13.0 0.5 10.9 45.2 22.4 要介護認定者

無回答わからないその他
認知症の⽅が共
同で生活するグ
ループホームに
⼊居させたい

特別養護⽼⼈
ホーム、介護⽼
⼈保健施設等に
⼊所させたい

介護保険サービ
スや福祉サービ
スを使いながら
⾃宅で介護した
い

なるべく家族の
みで、⾃宅で介
護したい

29.26.32.42.514.837.37.5要介護認定者
の介護者

※⾼齢者等実態調査報告書(令和5年3⽉）



☞ 小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護について、利⽤者の利便性から整備の必要性は⾼いが、地域包括⽀援センター
圏域で整備されていないのは1圏域のみであることと、圏域外での利⽤も多いことから、整備地域を限定する必要性は低い。

☞ 看護⼩規模多機能型居宅介護については、今後ますます医療ニーズが増加することが予想されることから、整備の必要性が⾼い。

⇒複合サービスという利⽤者の利便性から、引き続き整備が必要と考える。➡ 次回(第3回)委員会にて施設整備目標数(案)を示す予定

４ 介護保険施設・事業所整備における留意事項について②
▶ 小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護の整備計画の検討

小規模多機能型居宅介護の整備及び利⽤者の状況、看護小規模多機能型居宅介護の整備状況
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利⽤者(⼈)看護⼩規模多機能型居宅介護の整備状況包括圏域外
利⽤者(⼈)

包括圏域内
利⽤者(⼈)利⽤者(⼈)⼩規模多機能型居宅介護の整備状況岐⾩市地域包括⽀援センター圏域⽇常生活圏域

62127⼩規模多機能 1事業所【⾦華】中央北【⾦華・京町・明徳・本郷】中央北

看護⼩規模多機能 1事業所【木之本】(R5.4〜)01919⼩規模多機能 1事業所【木之本】中央⻄【徹明・木之本】
中央⻄

351550⼩規模多機能 ２事業所【白山】白梅華【梅林・白山・華陽】

23427⼩規模多機能 １事業所【島】島城⻄【島・城⻄】
⽇光

16824⼩規模多機能 1事業所【則武】清流 【早⽥・則武】

51722⼩規模多機能 1事業所【合渡】⻄部【木⽥・七郷・合渡】⻄部

235⼩規模多機能 1事業所【⿊野】岐北【⿊野・⽅県・⻄郷・網代】岐北

29看護⼩規模多機能 1事業所【⻑良⻄】※他の圏域事業所の利⽤者︓21⼈⻑良【⻑良・⻑良⻄・⻑良東】⻑良

516⼩規模多機能 1事業所【鷺山】北部【鷺山・常磐】
北部

131427⼩規模多機能 1事業所【岩野⽥北】岩野⽥【岩野⽥・岩野⽥北】

※他の圏域事業所の利⽤者︓1⼈北東部【藍川・三輪南・三輪北】北東部

16看護⼩規模多機能 1事業所【木之本】
看護⼩規模多機能 1事業所【三⾥】（予定）※他の圏域事業所の利⽤者︓7⼈三⾥本荘【本荘・三⾥】

市橋
189⼩規模多機能 1事業所【鏡島】精華【市橋・鏡島】

52126⼩規模多機能 1事業所【柳津】境川【鶉・⽇置江・柳津】境川

16723⼩規模多機能 1事業所【加納⻄】南部【加納・加納⻄・茜部】
南部

16925⼩規模多機能 ２事業所【厚⾒】厚⾒【厚⾒】

9817⼩規模多機能 1事業所【⻑森南】⻑森南【⻑森南】
⻑森

268⼩規模多機能 1事業所【⻑森⻄】⻑森【⽇野・⻑森北・⻑森東・⻑森⻄】

28看護⼩規模多機能 １事業所【芥⾒】12829⼩規模多機能 １事業所【芥⾒東】東部【岩・芥⾒・芥⾒東・芥⾒南】東部

73⼈５事業所（整備予定含む）155⼈189⼈344⼈１８事業所合 計

（看護⼩規模多機
能の令和5年4⽉利
⽤分）

（令和5年5⽉1⽇現在）（⼩規模多機能の令和5年4⽉利⽤分）（令和5年5⽉1⽇現在）



※地域包括ケアシステムとは

▶ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組について

【住まい】⾃宅・サービス付き高齢者住宅など生活を送る場所
〇⼊居サービス︓①生活⽀援ハウス ②軽費⽼⼈ホーム（ケアハウス） ③シルバーハウジング（⾼齢者世話付住宅）
〇⼊所サービス︓①養護⽼⼈ホーム
〇⾼齢者に対応した住・生活環境づくり︓①⾼齢者住宅改善促進助成事業 ②有料⽼⼈ホーム・サービス付き⾼齢者向け住宅

③コミュニティバス等の導⼊･運⾏の⽀援

【医療】かかりつけ医・亜急性期・急性期病院、
回復期リハビリ病院・看護サービスなどの医療サービス全般

〇在宅医療と介護の連携体制の強化︓①市⺠への普及･啓発 ②医療･介護関係者の情報の共有の⽀援
③医療･介護関係者の研修 ④在宅医療・介護連携に関する相談⽀援

〇医療・介護情報基盤の整備(P13)

【介護】在宅系サービス（訪問介護・通所介護など）、
施設・居住系サービス（介護⽼⼈福祉施設・介護⽼⼈保健施設・認知症共同生活介護など）

〇介護⼈材の確保・育成︓①介護サービスのイメージアップ ②幅広い⼈材の確保 ③介護⼈材の育成
④介護⼈材の定着促進 ⑤介護現場の革新

〇介護保険サービスの概要︓①サービスの種類等
〇介護保険サービスの向上︓①サービス提供事業者への指導等 ②サービスの質の向上
〇介護サービス事業者の財務状況の⾒える化推進(P14)
〇生産性向上の推進(P15)
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５ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて①

団塊の世代が75歳以上となる2025年を⽬途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で⾃分らしい暮らしを⼈生の最後まで
続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供されるシステム

青字：第８期までの取組（引き続き第９期でも取り組んでいく予定）

赤字：第９期での取組（今後取り組んでいく予定）



▶ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組について

【予防】ボランティアやNPO・⾃治体などによる介護予防
〇生きがい活動の促進︓①⽼⼈クラブの育成、⽀援 ②スポーツ活動の推進 ③⽼⼈健康農園事業 ④⾼齢者利⽤施設

⑤⽂化施設無料優待券（シルバーカード）の交付 ⑥⾼齢者おでかけバスカードの交付
⑦保険外はり、きゅう、マッサージ施術料の助成 ⑧⾼齢者⼤学事業 ⑨介護予防・家族介護教室
⑩ひとり暮らし⾼齢者ガイドブック

〇交流・地域活動の推進︓①三世代交流促進事業 ②友愛チーム･ふれあい訪問事業 ③⾼齢者ふれあい⼊浴事業
〇介護予防・⽇常生活⽀援総合事業の充実︓①介護予防･生活⽀援サービス事業 ②⼀般介護予防事業
〇リハビリテーションサービス提供体制の推進︓①リハビリテーションサービス事業
〇健康づくり推進︓①⾼齢者の健康づくり
〇介護予防と健康づくりの⼀体的推進︓①⾼齢者の保健事業と介護予防の⼀体的な実施事業の推進(P16･17)

【生活支援】配⾷サービス・⾒守り・安否確認など
〇就労機会の確保︓①⾼齢者の就労⽀援
〇地域で⽀え合う仕組みづくりの促進︓①⽇常生活圏域協議体設置事業 ②⽀え合いの仕組みづくり推進事業

③⽀え合い活動実践者養成事業
〇認知症施策の総合的な推進︓①認知症への理解を深めるための知識の普及･啓発と本⼈発信⽀援

②認知症予防のための通いの場の充実 ③認知症の⼈やその家族、介護者への⽀援の充実
④認知症の⼈が安心できる地域で⽀える⾒守り体制

〇⾼齢者⾒守り活動の推進︓①⾼齢者⾒守り事業 ②配⻝による安否確認事業
〇権利擁護の推進︓①⾼齢者の虐待防⽌ ②成年後⾒制度の相談⽀援
〇防災・防犯・交通安全・感染症対策︓①避難⾏動要⽀援者への避難⽀援等 ②防犯活動の推進 ③⾼齢者の交通事故防⽌対策

④感染症対策
〇重層的⽀援体制整備事業の実施(P18)
〇福祉相談窓⼝連携会議の開催(P18)
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５ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて②

青字：第８期までの取組（引き続き第９期でも取り組んでいく予定）

赤字：第９期での取組（今後取り組んでいく予定）

【地域包括ケア実現に向けた中核的な機関】地域包括支援センター
〇地域包括⽀援センターの体制強化︓①地域包括⽀援センターの整備･機能強化(P19) ②地域ケア会議の実施

・認知症の⽅が伝えたいことを受け⽌めるための⽀援を⾏う。
・認知症サポーターのステップアップ研修を受けた⽅、認知症の⽅、
ご家族の⽅でチームオレンジを結成し、ニーズのマッチングを図る。



５ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて③
▶ 医療・介護情報基盤の整備

13

国資料



５ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて④
▶ 介護サービス事業者の財務状況の⾒える化推進

14

国資料



５ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて⑤
▶ 生産性向上の推進

15

国資料



厚生労働省保健局高齢医療課
「高齢者の保健事業基礎資料」から抜粋

4

５ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて⑥
▶ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施事業の推進

●フレイル対策等の介護予防と生活習慣病等の疾病予防、重症化予防を⼀体的に実施する枠組み
の構築。

●広域連合が市町村に実施を委託し令和２年４⽉から開始。
●令和６年度までに全ての市町村が実施することを⽬指す。
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５ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて⑦
▶ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施事業の推進

・岐⾩県後期⾼齢者医療広域連合の委託事業として、令和４年度から事業開始した。

・福祉部福祉医療課配置の保健師２名（企画調整を担う者、地域を担当する者、各
１名）で事業を展開した。

① 事業の企画調整と医療関係団体等との連絡調整
② 国保データベースシステム（ＫＤＢシステム）を活⽤し健康課題の

分析、対象者の抽出

① ⾼齢者に対する個別的な⽀援（ハイリスクアプローチ）
② 通いの場等への積極的な関与等 (ポピュレーションアプローチ)

令和４年度 実施状況

介護保険法による市内１３圏域中、⾼齢化率が⾼い２圏域を
モデル的に選出し、糖尿病対策とフレイル対策に注⽬し事業
を計画し実施。年度末には事業評価を⾏った。

ハイリスクアプローチ（糖尿病性腎症重症化予防事業）
令和３年度のすこやか健診の受診者で、糖尿病未治療者への
受診勧奨や生活状況の把握、保健指導の実施。
【対象者３名に３〜４回の⽀援を実施】
ポピュレーションアプローチ(フレイル予防事業）
地域で開催されている「ふれあい・いきいきサロン」の３か
所で、フレイル予防の健康教育、健康チェックを実施。
【実施者数 延べ７０⼈】

企画調整をする
保健師の業務

地域を担当する
保健師の業務

【令和４年度 本市の取組】

今後の取組の方向性

市内全域での実施を⽬指していき、
事業への参加者を拡⼤していく。

ハイリスクアプローチ
●糖尿病性腎症重症化予防事業
●健康状態不明者対応

(Ｒ５年度〜）
ポピュレーションアプローチ
●フレイル予防事業
●⻭科保健事業 (Ｒ５年度〜）
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５ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて⑧
▶ 重層的支援体制整備事業の実施

18

⼀体的に⾏う３つの⽀援
１ 属性を問わない相談支援
・本⼈やその世帯の属性を問わず包括的に相談
を受け⽌め、⽀援機関全体で⽀援するとともに
⽀援が届いていない⽅にも寄り添い、伴走しな
がらつながり続ける⽀援を実施

２ 参加支援
・本⼈やその世帯の⽀援ニーズと社会資源との
間の調整を⾏うことで、社会とのつながりを段
階的に回復する⽀援体制を実施

３ 地域づくりに向けた支援
・地域における活動の活性化等を通じて多様な
地域活動が生まれやすい環境を整備

→困りごとを抱える⽅を包括的に受け⽌め、
必要な⽀援関係機関につなげる⽀援

◆包括的相談支援事業

→福祉まるごと⽀援員が複雑・複合化した
課題を解きほぐし、⽀援関係機関をつなぎ
なおす⽀援

◆多機関協働事業

◆アウトリーチ等を通じた継続的支援事業
→⽀援が届いていない⽅に寄り添い、伴走
しながらつながり続ける⽀援



５ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて⑨
▶ 地域包括支援センターの整備・機能強化
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